
1．はじめに

　電気鉄道の電車線は 1500～1600m以下の長さで引き
留めることが標準1）とされている。電車線の張力をでき
るだけ均一に保つための設備として，引留区間の両端ま
たは片側に設置される自動張力調整装置，引留区間内で
電車線を支持するために電柱に設置される可動ブラケッ
トがある（図 1）。外気温等の変化に伴う電車線の熱伸
縮により生じる電車線の線路並行方向変位に対して，自
動張力調整装置が働くことに加え，可動ブラケットが電
車線の支持点を剛に固定するのではなく，ある程度の線
路並行方向変位を許容する構造となっていることによ
り，引留区間内にわたって張力が均一となるように保た
れている。自動張力調整装置の可動部と可動ブラケット
が電車線の熱伸縮に追従して動くため，外気温等の変化
に伴い電車線の線路並行方向変位が観測される。
　ところが，電車線の熱伸縮以外の要因でも電車線の線
路並行方向の変位が観測されることがある。具体的には，
「パンタグラフのしゅう動摩擦や風圧荷重といった一時
的な外力の作用によるもの」，「勾配による電車線の自重
の線路並行方向分力や滑車式自動張力調整装置の重錘の
不均衡といった継続的な外力の作用によるもの」などが
ある。このような要因による電車線の線路並行方向の変
位のうち，引留区間内の電車線の全体が，片側の張力調
整装置に偏るものがある。このうち，上記の勾配による

ものや重錘の不均衡によるものについては，発生メカニ
ズムは自明である。しかしながら，文献 1には，これら
以外の発生状況として，「曲線路」や「可動ブラケット
の配置（後述する I型あるいは O型の種類がまとまり
連続する場合）」が挙げられており，これらの状況にお
いて電車線の線路並行方向変位が偏るメカニズムについ
ては解明されていない。また，筆者らの過去の研究によ
り2），両端のばね式自動張力調整装置の特性（ばね定数
や摩擦力）に差がある場合には，環境温度の変化に伴う
電車線の熱伸縮が生じた際に引留区間内の電車線全体が
線路並行方向に偏り得ることが分かっている。電車線の
線路並行方向変位に偏りが生じ，その変位量が大きい場
合，自動張力調整装置の可動域限界に達することで，正
常な張力調整の機能を発揮することができなくなる。こ
のように，電車線の線路並行方向変位が偏る現象の解明
は重要な課題であるにもかかわらず，前述のように電車
線の線路並行方向変位が偏る要因との因果関係が明確に
なっていないものがある。本論文では，電車線の線路並
行方向変位が偏る現象の解明に資することを最終的な目

電車線の線路並行方向変位を表現する 
解析モデルおよび平衡点計算法

山下　義隆＊　　佐藤　宏紀＊＊

Modeling for Longitudinal Displacement of OCL and Method for Calculating Its Equilibrium Points

Yoshitaka YAMASHITA　　Koki SATO

　Overhead contact lines (OCLs) are subject to longitudinal displacement due to factors such as temperature 
changes and external forces. Excessive longitudinal displacement may prevent the tensioning devices from 
performing their proper tension adjustment function. It is therefore important to develop a method for calculating 
the longitudinal displacement of OCLs and to be able to predict the longitudinal displacement in response to 
changes in temperature and external forces. This paper presents a model to represent the longitudinal 
displacement of OCLs on a curved track installing tensioning devices and hinged cantilevers at each support 
point and proposes a method for calculating the equilibrium points of the longitudinal displacement of the OCL. 
Furthermore, the proposed calculation method was verified by scale model tests.
キーワード：可動ブラケット，張力調整装置，電車線，平衡点

図 1　引留区間内の電車線概略図
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的として，電車線の線路並行方向変位の計算方法につい
て述べる。特に，文献 1に記載されている電車線の線路
並行方向変位が偏る要因のうち，電車線の線路並行方向
変位の偏りとの因果関係が明確ではない要因を対象とす
ることも考慮して，線路並行方向変位を表現する解析モ
デルを提案し，これに対し可動ブラケットを含む曲線路
に対応可能な電車線の線路並行方向変位の平衡点を求め
るための計算方法を提案する。ここで，本論文における
平衡点とは，引留区間内の電車線における温度変化や外
力の作用などに対して電車線が静的釣合い状態となると
きの電車線各部の位置（座標）と定義する。平衡点を求
めることで，両端の自動張力調整装置のストロークおよ
び引留区間内全ての可動ブラケットの回転角度を求める
ことができるため，温度や外力などの変化に対する自動
張力調整装置のストロークや可動ブラケットの回転角度
の増減を予測することなどに活用することができる。

2．自動張力調整装置と可動ブラケット

　自動張力調整装置には，主にばね式と滑車式の 2種類
がある（図 2）。ばね式自動張力調整装置は，複数の円
筒部材の組合せと，円筒内部のばねの剛性を利用して電
車線に張力を付与するものである。滑車式自動張力調整
装置は，電車線と重錘をワイヤロープと滑車を介して接
続し，重錘の重量により電車線に張力を付与するもので
ある。重錘と接続される滑車の径と架線と接続される滑
車の径の比が重錘の上下変位に応じて変化し，重錘の移

動量に比例した反力が発生する。滑車式およびばね式の
自動張力調整装置はともに，温度変化による電車線の伸
縮などに伴いストローク（重錘の上下変位やばねの伸
縮）が生じ，これにより電車線の張力には標準使用張力
に対して数%から十数%の変動が生じる。
　可動ブラケットは，電柱側のブラケット固定箇所をヒ
ンジ支持としてブラケットに水平回転自由度を与えたも
のである。可動ブラケットは，電車線の温度変化などに
よる伸縮により回転し，電車線の張力調整を円滑に行っ
ている。可動ブラケットには，I型および O型があり（図
3），前者は電車線を線路に直交する方向の電柱側に引っ
張り，後者は電車線を電柱の反対側に引っ張る。このと
き，線条と電柱間に位置する可動ブラケット本体の主要
な部材には，I型と O型の場合でそれぞれ引張方向の力
および圧縮方向の力が作用している。海外では，基準と
される温度において，可動ブラケットの水平回転角度を
線路に直交する角度となるように正確に調整していると
されている3）。

3．解析モデル

3. 1　概要
　本論文では，複数の線条をヨークを介して両端でそれ
ぞれ一つの自動張力調整装置で引き留めている場合を対
象とする。図 4に示すように，ヨークはちょう架線（図
1の上部線条）とトロリ線（図 1の下部線条）など 2本
の線条を一括して引き留めるための金具である。自動張
力調整装置への取り付け点からちょう架線およびトロリ
線の取り付け点までの距離を調整することで，ちょう架
線およびトロリ線それぞれへの張力分配を調整すること
が可能である。単純化のため，本論文では曲線区間にお
ける電車線を以下に概説する方針でモデル化する（図 5）。
①　 ヨークを介して一括で引き留められるちょう架線と

図2　張力調整装置の一例

図3　可動ブラケット

図4　ヨークを介した電車線の引き留め

図5　モデルの概略図
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トロリ線を 1条の線条で表現する。
②　 1条の線条で表現した電車線は，軸方向の温度伸縮
および弾性変形のみを考慮した棒要素とする。

③　 電車線は，自動張力調整装置および可動ブラケット
との接続点を節点として要素を分割し，これら節点
で電車線要素同士および電車線と自動張力調整装置
および可動ブラケットとをピン結合する。

④　 自動張力調整装置を線形ばねで表現する。
⑤　 可動ブラケットを剛体棒要素で表現する。
⑥　 可動ブラケットの棒要素の回転中心を曲線路外側に
配置することで I型，内側に配置することで O型
を表現する。

　図 5を元に引留区間内において N点で可動ブラケッ
トに支持されている電車線を考える。このモデルでは，
N点の可動ブラケットの種別（I型と O型）は任意の組
み合わせとすることができる。また，半径 Rの曲線路
（図 5中の点線で示す円弧）を表現する円弧の中心を O
とする。可動ブラケットは，図中左側から順番に番号を
付し，i番目の可動ブラケットが取り付けられている電
柱における回転中心位置を Oi，可動ブラケット長さ
（ゲージ長）を Gi，回転角度を θiとする。i番目の可動
ブラケットと電車線の接続点に対応する節点を Piと記
し，特に θi＝0に対する Piを Pi

（0）とする。すなわち点
Piは回転中心 Oi，回転半径 Giの円軌道にその運動を拘
束される。なお，回転角度 θiは，曲線路を表現する円
弧とブラケットの回転軌跡を表現する円が接する点に節
点が位置する条件（可動ブラケットが半径 Rの円軌道
に対して直角方向に位置する条件）を零とし，零点にお
いて電車線全体が左から右へ変位する方向を正とする。
図中左側および右側の自動張力調整装置はそれぞればね
定数 kLおよび kRを有するものとし，電車線全体が左か
ら右へ変位する方向の伸縮量を正として，それぞれのば
ねの伸縮量を δLおよび δRとする。自動張力調整装置と
電車線との接続点に相当する節点を左側および右側に対
してそれぞれ P0および PN＋1と記す。特にすべての可動
ブラケットに対して θi＝0を満足する際の δLおよび δR

を δL＝0および δR＝0と定義し，そのときの P0および
PN＋1を P0

(0)および PN＋1
(0)とする。本モデルにおいて，

P0および PN＋1はそれぞればねの固定点を OLおよび OR

とする直線 OLP1および直線 PNORにその運動を拘束さ
れるものとする。
　節点数は N＋2個（i＝0, 1, 2, . . ., N, N＋1）であり，
線分 Pi－1Piは i番目の径間の電車線長さであり，これを
Liとすると，弾性変形と温度伸縮を表現して次式で表現
できる。

 (1)

　ここで，Li
（0）は線分 Pi－1

（0）Pi
（0）の長さである。また E，

Aおよび aは電車線の縦弾性係数，断面積および線膨張
係数であり，Δtおよび Tiは基準温度からの温度変化量
および i番目の電車線要素における基準張力 T0からの
張力変化量である。

3. 2　幾何学的拘束条件
　Oi，Pi（0），Pi，OLおよび ORの座標をそれぞれ（x－i, 
y－i），（xi

（0）, yi
（0）），（xi, yi），（xL, yL）および（xR, yR），とおく。

節点 P0および PN＋1の座標値 x0，y0，xN＋1および yN＋1の
関係は，P0および PN＋1の直線上への拘束条件より次式
で表される。

 (2)

i番目の節点は回転中心 Oi，回転半径 Giの円軌道に運
動を拘束され，なおかつ i－1番目の節点を回転中心と
した半径 Liの円軌道上にも運動を拘束される。これら
の幾何学的拘束条件は次式で表される。

 (3)

 (4)

なお，式 (4)の Liは式 (1)に示すように未知数である i

番目の電車線要素の張力変化量 Tiの関数である。

3. 3　力の釣合い条件
　次に，節点における力の釣合いについて考える。自動
張力調整装置に対応する節点の力の釣合いより，次式を
得る。

 (5)

　なお，δRおよび δLは未知数である x0，y0および xN＋1，
yN＋1の関数であり，P0および PN＋1の拘束条件（式 (2)）
より次式で与えられる。

 (6)

1 1

̅
1,2,⋯ ,

1,2,⋯ , , 1
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続いての i番目の節点 Piの回転中心 Oi，回転半径 Giの
円の接線方向の力の釣合いを考える（図 6）。i番目の節
点 Piにおける接線と i番目の電車線要素とのなす角を
Ψi

L，i番目の節点 Piにおける接線と i＋1番目の電車線
要素とのなす角を Ψi

Rとすると，i番目の節点における
力の釣合い条件は次式で表現できる。

 (7)

なお，Ψi
Lは xi－1，yi－1，xiおよび yiの関数，Ψi

Rは xi，yi，
xi＋1および yi＋1の関数であり，次式で表される。

 (8)

ただし，xi－1，yi－1，xi，yi，xi＋1および yi＋1は未知数である。

4．平衡点の計算方法

　前章に示したとおり，未知数の数は，各節点の x座標
と y座標を合わせた 2N＋4個と各電車線要素の張力変
化量 Tiの N＋1個の合計 3N＋5個であり，式 (2)～(5)
および式 (7)の 3N＋5個の式から全ての未知数を求める
ことができる。式 (2)～(5)および式 (7)より，関数 Hお
よび未知数ベクトルξを次のように定義する。

　本モデルにおける平衡点を求める問題は，次式を満足
するξを求めることと等価である。

 (10)

　式 (10)は非線形連立方程式であり，本論文ではこれ
を Newton法による反復計算により解く。まず適当な
ξ（1）を反復計算の初期値として与え，式 (11)により解
の修正を行い式 (12)で定義する誤差が十分小さくなる
まで反復計算を実施する。

 (11)

 (12)

ここで，上付き括弧内の文字（例えば，（k））は反復回
数を表し，||●||は 2乗ノルムである。反復計算の過程
で誤差が増減を繰り返し収束しない場合には，文献 4な
どによる減速ニュートン法を参考にして，式 (11)を次
のように変更して修正量を減少させ，次ステップの反復
計算を実施した。

 (13)

また，式 (11)および式 (13)における関数 Hの導関数は，
数値微分により求めた。なお，得られた解は，安定な平
衡点および不安定な平衡点のいずれにも収束する可能性
がある。求められた解が安定な平衡点か不安定な平衡点
かを判別するためには，文献 5に示す動的シミュレー
ションによる計算方法を併用することにより判別できる。

5．模型試験

5. 1　模型概要
　本章では，模型試験により第 4章の計算方法の妥当性
を検証する。模型試験では，引留区間内に一つのみの可
動ブラケットで支持されている電車線を模擬して，図 7
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図6　節点Pi まわりの力の釣合い
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のように模型を構成する。電車線に相当する線条は
φ2mmのステンレスワイヤロープとし，可動ブラケット
に相当する部材として両端にベアリングが内蔵されたリ
ンクを用いた。ワイヤロープに張力を付与する自動張力
調整装置に相当する要素としてコイルばねを用いた。リ
ンクは，回転中心となる一端を支柱で固定した。支柱の
y軸方向位置 yOを変更することにより，I型および O型
の可動ブラケットに対応させることができる。座標系は
図 7に示すように，ワイヤロープの線路並行方向に x軸，
水平面内で x軸に直交する方向に y軸，鉛直方向に z軸
をとる。また，模型試験に関するパラメータ Gをリン
クの回転中心からワイヤロープ取付位置までの距離（可
動ブラケット長さに相当，本試験では 100mm），θをリ
ンクの回転角度，kLおよび kRを左右両端の自動張力調
整装置のばね定数，LSを θ＝0（°）におけるコイルばね
の全長（本試験では 236mm），Sをコイルばね固定点か
らリンク回転中心までの x軸方向距離（本試験では
2150mm），φLおよび φRをリンクの回転角度 θにおける
リンクの左右のワイヤロープと x軸のなす角，φをリン
クの回転角度 θ＝0におけるワイヤロープと x軸のなす
角，Rを曲率半径とする。
　リンクの回転中心側の反対側には，ワイヤロープを固
定する円柱状の部材を取り付けている。リンクの両端に
おける支柱および円柱状の部材はベアリングを介してリ
ンクに取り付けられているため，滑らかな回転運動が可
能である。ワイヤロープの両端をコイルばねを介して引
き留める際に，コイルばねに予引張力を与えることによ
り，ワイヤロープに張力を付与した。本試験に対しては，
付与した張力はリンクの回転角度 θ＝0（°）において
75Nであった。模型試験の各パラメータより，相当す
る曲率半径を次式で求めることができる。

 (14)

両端のばね固定点直上に設置した巻込型変位計およびワ
イヤロープの線路並行方向に対して直角方向側（y軸
側）に設置した巻込型変位計（いずれも図 7中からは省
略）によりリンクの先端の変位を測定し，その測定値か
らリンクの回転角度を求めることができる。

5. 2　試験概要および試験結果
　前節で示した模型を用いて，表 1の条件により試験を
実施する。kL＝kR＝0なる条件は，ばね定数が非常に小
さい状況を模擬するために，反力が生じない要素として，
コイルばねの代わりに滑車を介した重錘で張力を付与し
た条件である。
　各条件に対して，リンクに外力を加えて回転させた状

態から除荷した際に生じるリンクの回転角度の収束値を
測定した結果と第 4章の計算方法で求めた平衡点の結
果の比較を表 2に示す。なお，反復計算を行うための未
知数の初期条件ξ（1）は次のように与えた。
・ 自動張力調整装置のストローク δLを与え，δLの値と
線条の伸縮を無視した場合に幾何学的拘束条件により
一意に決まる x0，x1，x2，y0，y1および y2を初期条件
とした。
・ 張力変化量に関連する値（T1，T2）は全て零とした。
・ 複数の平衡点が存在する可能性を考慮し，δLの初期値
として 0mm，50mm，100mmの 3種類に対して計算
を実施し，同じ解に収束する場合には重複を避けて結
果を記録した。
計算の結果，条件 1，条件 2および条件 4の平衡点に対
するリンクの回転角度は 0°であり，条件 3の平衡点に
ついては 0°および 120°が得られた。模型の対称性か
ら，平衡点に対するリンクの回転角度が 0°以外に存在
する場合には，初期条件を調整することで絶対値が同じ

sin cos
2 sin

図7　模型概要図

表1　試験条件

表2　試験結果
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で符号が異なる計算結果が得られるが，本論文では模型
試験の条件に合わせて正の角度に収束する結果のみを求
めるように初期条件を設定している。これらの計算結果
を模型試験の結果と比較すると，模型試験の結果と 5°
程度の誤差があるもののよく一致しており，第 4章の手
法により平衡点を正確に求めることができるといえる。
誤差の要因は，模型各部の摩擦の影響や模型寸法の計測
誤差などが挙げられる。条件 3については，模型試験で
は平衡点として 0°付近に収束する結果は得られなかっ
たが，0°付近でリンクを静止させることが可能である
ことを確認している。ただし，0°付近で静止させたの
ちにわずかな力を加えるとおおよそ 120°までリンクが
回転することを確認している。文献 5で示すように，条
件 3の 0°の平衡点は不安定な平衡点であり，表 2のそ
の他全ての平衡点は安定な平衡点である。不安定な平衡
点である条件 3の 0°でリンクを静止させることは，本
来困難であるが，モデルと異なり，摩擦の影響が無視で
きないため静止させることができる。

6．計算例

　第 4章で提案する計算法を用いて，引留区間内に複数
の可動ブラケットが含まれる場合に温度変化によって生
じる両端の張力調整装置のストロークの変化に関する計
算を行う。はじめに，直線または曲線半径 4000mの曲
線路内にある引留区間内の電車線（径間数 20，径間長
全て 50m，電車線張力 39200N，ブラケット長さ全て
4m）に対して，I型および O型の可動ブラケットの配
置が 20℃の気温増加時に自動張力調整装置のストロー
クに与える影響を計算した結果を図 8に示す。なお，電
車線の線膨張係数および縦弾性係数と断面積の積は，a

＝1.7×10－6および EA＝3.1×107とし，自動張力調整装
置としての線形ばねのばね定数は kL＝kR＝6000（N/m）
とした。計算条件は，次の 6条件とした。
条件⓪：直線，I型と O型の可動ブラケットを交互配置
条件①：曲線，I型と O型の可動ブラケットを交互配置
条件②：曲線，全て O型の可動ブラケットを配置
条件③：曲線，全て I型の可動ブラケットを配置
条件④： 曲線，起点側半分に O型・終点側半分に I型

の可動ブラケットを配置
条件⑤： 曲線，起点側半分に I型・終点側半分に O型

の可動ブラケットを配置
　I型と O型を交互に配置した条件①では両側のスト
ローク差は認められず，それぞれストローク量は直線区
間のものとほぼ同等である。条件②～⑤は文献 1で挙げ
られている電車線の線路並行方向変位の偏りの発生要件
に合致するものの，全て O型あるいは I型を配置した
②と③のケースでは，両側のストローク差，すなわち電

車線線路並行方向変位の偏りは認められない。引留区間
の半分に I型あるいは O型のいずれかの可動ブラケッ
トを連続して配置した条件④と⑤については，両側のス
トローク差が大きくなっており，O型可動ブラケットが
集中する側のストローク量が大きい様子が分かる。
　次に，上記の条件①～条件③について，引留区間の途
中で曲線の曲率半径が異なる場合を想定した。具体的に
は，引留区間の起点側半分の曲率半径を 10000mとし，
終点側半分の曲率半径を 2000m～18000mの範囲で変化
させた。計算結果を図 9に示す。図 9より，可動ブラケッ
トの I型と O型を交互に配置した場合以外は，起点側
半分と終点側半分の曲率半径の差が大きいほど両端の自
動張力調整装置のストロークの差が大きくなること，曲
率半径が小さいほど両端の自動張力調整装置のストロー
クの差が大きくなることがわかる。
　図 8および図 9の計算結果から，引留区間内におけ
る「可動ブラケットの種類（I型・O型）の配置」や「線
路条件（曲線半径）」が起点側半分と終点側半分で異な
る場合に，自動張力調整装置のストロークの差に影響を
与えていることが示唆される。
　図 10に示すように，支持点における可動ブラケット
の回転に対する電車線の線路並行方向変位 xとこれによ
り生じる電車線への線路並行方向の力 Fの関係は次式
で与えられる1）。

 (15)

ここで，Lは対象とする可動ブラケット両側の径間長
（この式では両側が等しいと仮定），Rは曲線半径，G

は対象とする可動ブラケットの回転半径である。式 (15)
より，I型の可動ブラケットの場合には電車線の線路並
行方向の変位に対して可動ブラケットを元に戻そうとす
る力が作用し，O型の可動ブラケットの場合には可動ブ
ラケットをさらに回転させる方向に力が作用することが
分かる。式 (15)は「力＝係数×変位」の形をしており，
変位 xの係数はばね定数とみなすことができる。すなわ
ち，I型および O型の可動ブラケットはそれぞれ，電車

：I 型， ：O 型

図8　�基準温度から20℃上昇した際の張力調整装置の
ストローク変化量の計算例

（可動ブラケットの配置の影響）
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線の線路並行方向変位に対する正および負のばね定数を
もつばねとして作用することが分かる。さらに，ばね定
数の絶対値の大きさは，径間長，曲線半径，可動ブラケッ
トの回転半径および張力によって決まることがわかる。
したがって，引留区間内には，両端の自動張力調整装置
に加えて，各支持点にばね要素が分布していると考える
ことができることがわかる。図 8と図 9の結果と式 (15)
から，両端の自動張力調整装置のストロークに差が生じ
る条件は，引留区間内におけるばね要素のばね定数の分
布が引留区間の中央に対して非対称となる条件と言い換
えることができると示唆される。

　図 8と図 9の計算例では，電車線線路並行方向変位の
偏りの量はそれほど大きなものではないが，可動ブラ
ケットの I型と O型の配置に加えて，曲率半径，可動
ブラケットの回転半径，径間長で決まる引留区間内のば
ね要素のばね定数の分布が，引留区間中央に対して非対
称である場合や両端の自動張力調整装置の個体差が大き
い場合2）などの複数の要因により，両側の自動張力調整
装置のストロークに差が生じ，いずれかの自動張力調整
装置がストローク限界に達する場合も考えられる。第 3
章で示したモデル化および第 4章で示した計算方法によ
り，設計時において可動ブラケットの配置を検討する場
合や電車線の線路並行方向変位の偏りの対策が必要と判
断された場合に，温度変化に伴う電車線線路並行方向変
位の偏りを抑制する意味で最も効果的な可動ブラケット
の配置や流止装置の設置位置を検討する場合などに役立
つ知見であると考えられる。また，可動ブラケット交換
の際に温度伸縮を考慮して可動ブラケットを適正な角度
で取り付ける際に本計算方法を活用できると考えられる。

7．まとめ

　本論文では，自動張力調整装置，可動ブラケットを含
む曲線路における電車線の線路並行方向変位を表現する
解析モデルを構築し，これに対して電車線の線路並行方
向変位の平衡点を求めるための計算方法を提案した。
　模型試験により得られた可動ブラケットに相当するリ
ンクの回転角度の収束値と提案した計算方法により得ら
れた可動ブラケットの回転角度の収束値を比較すると，
両者はよく一致し，提案した計算手法により可動ブラケッ
トの回転角度および両端の自動張力調整装置のストロー
クに対する平衡点を正確に求められることがわかった。
　今後は，本計算手法を電車線の線路並行方向変位の偏
りの現象解明などに活用する。なお，自動張力調整装置
および可動ブラケットは，引留区間内の電車線の張力を
できるだけ均一に保ち，集電性能を維持するための設備
であるため，温度変化が電車線の線路並行方向の変位に
与える影響だけではなく，引留区間内の電車線の張力分
布に与える影響ならびに集電性能への影響を調査するこ
とが最も重要であり，今後の重要な課題である。また，
電車線を構成する複数の線条をそれぞれ別の自動張力調
整装置で引き留める構造や自動張力調整装置の摩擦等を
含む個体差も電車線の線路並行方向変位や張力分布に影
響を与えると考えられるため，このような要因を考慮に
入れたモデル・計算法の改善も今後の課題である。
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